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ロードマップ(自然共生)(14/16) 
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ロードマップ(自然共生)(15/16) 
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ロードマップ(自然共生)(16/16) 
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3-2 「II 島しょ型資源循環社会の構築」 

本県は、島しょ県であり、廃棄物については、県境を越えた処理が困難であるため、

3R を積極的に推進する必要があります。 
本県では、これまでごみ収集有料化を促進し、一般廃棄物の発生抑制・再生利用を推進

してきました。しかし、一般廃棄物の排出量は増加傾向にあり、県民の望む環境像のアン

ケート結果(P.139)では、「循環・リサイクル社会」が過年度調査から継続して回答率が低

くなっています。そのため、より一層の 3R の普及・啓発活動が必要です。 
産業廃棄物については、リサイクル資材評価認定制度(ゆいくる)により建設廃棄物の抑

制と再資源化を推進してきました。さらに、できる限り環境への負荷を低減する処置とし

て、新たな産業廃棄物管理型最終処分場の整備や、不法投棄等の不適正処理の防止に取り

組んできました。課題としては、廃プラスチック類の資源化率は全国に比べて低いことが

挙げられ、その対策が必要です。 
また、大量の漂着物が海岸に繰り返し漂着しており、その回収・処理を継続的に実施し

ていく必要があり、特に小規模な離島や過疎地域においては、回収・処理を担う人材の確

保も課題となっています。 
これらの対策を推進する基本施策として、「II-1 廃棄物の適正処理・再生利用」「II-2 

海岸漂着物対策の推進」を設定し、「島しょ型資源循環社会の構築」に向けて取り組みま

す。なお、廃プラスチック類対策については、P.177 の「III-3 海洋プラスチックごみ問

題対策の推進」においても推進します。 
これらの基本施策における成果指標及びその数値目標は、以下のとおりです。 

 
成果指標一覧(資源循環)(1/1) 

基本施策 指標名 
数値目標 

R9年度 R14年度 

II-1 
廃棄物の適正処理・

再生利用 

一般廃棄物のリサイクル率(再生利用率) 22.0% 22.0% 
産業廃棄物のリサイクル率(再生利用率) 51.0% 51.0% 
食品ロス量 55,180 トン 51,004 トン 
広域的処理を行う市町村数 26 36 
あわせ処理を行う市町村数 7 15 
広域的処理を行う市町村数(離島) 2 9 
あわせ処理を行う市町村数(離島) 7 15 

II-2 海岸漂着物対

策の推進 
海岸漂着物回収・処理量 400 トン  400 トン 
全県一斉清掃参加者数 40,000 人  60,000 人 

 
基本目標「島しょ型資源循環社会の構築」の達成指標は、以下のとおりです。 
 

 
 

  

基本目標(資源循環)達成指標(0～100%) = �∏平準化した成果指標群
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ロードマップ(資源循環)(1/4) 
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ロードマップ(資源循環)(2/4) 
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ロードマップ(資源循環)(3/4) 
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ロードマップ(資源循環)(4/4) 
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3-3 「III 地球環境保全への貢献」 

地球温暖化に伴う気候変動や海洋プラスチック問題など、様々な地球環境問題が顕在化

してきています。また、近年、改善傾向にあるものの、オゾン層保護や酸性雨対策につい

ても引き続き取り組んでいく必要があります。こうした地球規模での環境問題の解決と持

続的な発展を目指して、各国の協調した取組が展開されています。国内においても、

2050年(令和32年)までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050
年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことが宣言されました。県の「第２

次沖縄県地球温暖化対策実行計画」においても、中期目標として、2030 年度(令和 12 年

度)における温室効果ガスの削減目標を、2013 年度比 26%削減とし、長期目標を、2050
年度に向けて、温室効果ガス排出量実質ゼロを目指しています。また、海洋ごみ問題への

対応として、脱プラスチック社会を推進しています。 
県のこれまでの気候変動適応策に関する取組として、想定最大規模の浸水想定区域図の

作成やサンゴ礁保全のための白化軽減技術の開発などを実施してきました。また脱炭素社

会の実現に向けた取組として、クリーンエネルギーの導入促進、エネルギー利用効率の高

い機器の導入促進、省エネ住宅・家電の普及・促進、及び運輸部門における低炭素化に向

けた取組として、公共交通機関の利用を促進してきました。 
しかしながら、本県においても大気中の二酸化炭素濃度は毎年増加の一途をたどってい

ます。そのため、これからも継続的に気候変動適応策に関する取組や脱炭素に向けた取組

が必要になります。海洋プラスチックごみ問題については、本県の廃プラスチック類の資

源化率は全国に比べて低く、その対策が課題となっています。 
これらの対策を推進する基本施策として、「III-1 地球温暖化と気候変動対策の推進」

「III-2 脱炭素社会の実現に向けた取組の推進」「III-3 海洋プラスチックごみ問題対策

の推進」「III-4 その他の地球環境問題への取組の推進」を設定し、「地球環境保全への貢

献」に向けて取り組みます。 
これらの基本施策における成果指標及びその数値目標は、以下のとおりです。 

 
成果指標一覧(地球環境保全)(1/2) 

基本施策 指標名 
数値目標 

R9年度 R14年度 

III-1 
地球温暖化と気候変

動対策の推進 

二酸化炭素排出量 876 万 
t-CO2 

731 万 
t-CO2 

一人当たりの二酸化炭素排出量 5.9 
t-CO2/人 

4.8 
t-CO2/人 

III-2 
脱炭素社会の実現に

向けた取組の推進 

再生可能エネルギー電源比率 
目標値 15.1％ 19.0％ 
挑戦的な目標値 20.7％ 27.8％ 

国際会議等において知見を共有した海外地域 

の数 
3 地域 3 地域 

二酸化炭素排出量 
876 万 
t-CO2 

731 万 
t-CO2 

一人当たりの二酸化炭素排出量 
5.9 

t-CO2/人 
4.8 

t-CO2/人 
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成果指標一覧(地球環境保全)(2/2) 

基本施策 指標名 
数値目標 

R9年度 R14年度 

III-2 
脱炭素社会の実現に

向けた取組の推進 

電動車(EV・PHV)普及率 3.188% 14.639% 
乗合バス利用者数 28,191 千人 43,000 千人 
主要渋滞箇所数 165 箇所 161 箇所 
モノレール乗客数 70,070人/日 72,370人/日 
てだこ浦西駅パークアンドライド駐車場 

入庫台数 
301,875 台 321,200 台 

県が認証した二酸化炭素吸収量 
2,192 
t-CO2 

2,272 
t-CO2 

III-3 
海洋プラスチックご

み問題対策の推進 

一般廃棄物プラごみ排出量 118,733 トン 118,733 トン 
(産廃)廃プラスチック類の排出量 27,137 トン 27,137 トン 
全県一斉清掃参加者数 40,000 人 60,000 人 

 

基本目標「地球環境保全への貢献」の達成指標は、以下のとおりです。 

 

 
 
注)再生可能エネルギー電源比率については、目標値のみを採用しました。 

  

基本目標(地球環境保全)達成指標(0～100%) = �∏平準化した成果指標群
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ロードマップ(地球環境保全)(1/7) 
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ロードマップ(地球環境保全)(2/7) 
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ロードマップ(地球環境保全)(3/7) 
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ロードマップ(地球環境保全)(4/7) 
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ロードマップ(地球環境保全)(5/7) 
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ロードマップ(地球環境保全)(6/7) 
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ロードマップ(地球環境保全)(7/7) 
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3-4 「IV 環境と調和する持続的な経済社会の構築」 

本県では、県民環境フェア等を通じて、環境保全活動に取り組む事業者を紹介すること

により、CSR 等を普及してきました。また、環境マネジメントシステム(ISO14001、エ

コアクション 21)の普及を促進することで、環境に配慮した事業者の育成・拡大を推進し

てきました。さらに、リサイクルビジネスを促進するため、建設リサイクル資材認定制度

(ゆいくる)活用により、ゆいくる材の認定を行うとともにイベント等で同制度を普及しま

した。 

自然環境を保全し、持続的な経済の発展を図るためには、自然環境の保全・再生を進め

るとともに、脱炭素島しょ社会の実現に向けて取り組み、自然環境の適正かつ持続的な利

用を図ることが重要です。本県の豊かな自然資源を保全しながら、持続的な利活用を図り、

新たな環境ビジネスの導入や創出に取り組み、産業振興につなげることが必要となります。 
よって、「環境と調和する持続的な経済社会の構築」に向けた基本施策として、「IV-1 

環境産業の拡大」「IV-2 環境に配慮した事業の推進」を設定します。「IV-1 環境産業の

拡大」では、主な取り組みとして、持続可能な観光の推進や次世代自動車普及に向けた活

動をしていきます。「IV-2 環境に配慮した事業の推進」では、環境影響評価制度の推進

などに引き続き取り組んでいます。 
これらの基本施策における成果指標及びその数値目標は、以下のとおりです。 
 

成果指標一覧(環境と経済)(1/1) 

基本施策 指標名 
数値目標 

R9年度 R14年度 

IV-1 
環境産業の拡大 

支援したスタートアップによる社会提供した
ソリューション・プロダクト件数 

5 件 5 件 

各市町村の観光基本計画において独自の KPI
を設定した市町村数 31 市町村 41 市町村 

持続可能な観光を推進するための取組が行わ

れていると感じた観光客の割合 
60% 70% 

離島の持続可能な観光を推進す
るための取組が行われていると
感じた観光客の割合 

宮古圏域 60% 70% 
八重山圏域 60% 70% 
久米島圏域 60% 70% 

産業廃棄物のリサイクル率 51.0% 51.0% 

一人当たりの二酸化炭素排出量 5.9 
t-CO2/人 

4.8 
t-CO2/人 

電動車(EV・PHV)普及率 3.188% 14.639% 
IV-2 環境に配慮した

事業の推進 
NPO と県との協働事業数 667 事業 820 事業 

配慮書に対する知事意見を述べた割合 100% 100% 

基本目標「環境と調和する持続的な経済社会の構築」の達成指標は、以下のとおりです。 

 
  

基本目標(環境と経済)達成指標(0～100%) = �∏平準化した成果指標群
11
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ロードマップ(環境と経済)(1/3) 
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ロードマップ(環境と経済)(2/3) 
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ロードマップ(環境と経済)(3/3) 
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3-5 「V 環境保全活動への参加及び環境教育による継承」 

持続可能な社会を実現するためには、県民一人ひとりが環境への意識を高めるとともに、

特に次世代を担う子供たちの環境に対する意識の向上や取組が重要になってきています。

そして、環境保全活動への参加及び環境教育を通じて、環境に関する知識や考え方を継承

していく必要があります。 
これまでの取組としては、県民環境フェアなどを通じて、多様な主体の参加を促進して

きました。環境教育については、持続可能な社会の構築を目指した教育・学習プログラム

「おきなわ環境教育プログラム集」を策定し、環境学習の充実を図っています。また、

「国立沖縄自然史博物館」の誘致による、自然環境保全に対する意識向上に向けて取り組

んでいます。課題としては、さらに多くの県民が参画できる仕組みを構築する必要があり

ます。 
よって「環境保全活動への参加及び環境教育による継承」に向けた基本施策として、

「V-1 多様な主体の参加促進」「V-2 環境教育等の推進」を設定します。「V-1 多様な

主体の参加促進」では、環境ボランティアセンターの設置などに取り組み、「V-2 環境教

育等の推進」では、出前講座等による環境教育の実施や、「国立沖縄自然史博物館」の誘

致に向けて引き続き取り組みます。 
これらの基本施策における成果指標及びその数値目標は、以下のとおりです。 

成果指標一覧(環境の継承)(1/1) 

基本施策 指標名 
数値目標 

R9年度 R14年度 

V-1 
多様な主体の参

加促進 

緑化活動団体数 680 団体 700 団体 
環境啓発活動参加延べ人数 46,600 人 66,600 人 
環境活動を実践する NPO・ボランティア団体数 45 団体 48 団体 

V-2 
環境教育等の推

進 

沖縄県地域環境センターの来場者数(講習会受講者数を含む) 12,255 人 13,133 人 
沖縄県地域環境センターの来場者のうち、教育委員

会等と連携して実施する講習会受講者数 
3,762 人 3,915 人 

本島及び離島から離島への派遣やオンラインで交流する

児童数(累計) 
14,419 人 26,419 人 

海洋政策事業に係る関係団体数(事業者、研究機関等) 39 団体 43 団体 
生涯学習講座のサテライト施設数 17 施設  21 施設 
国立沖縄自然史博物館の誘致活動の認知度 50%  70% 

 

基本目標「環境保全活動への参加及び環境教育による継承」の達成指標は、以下のとお

りです。 

 

  
基本目標(環境の継承)達成指標(0～100%) = �∏平準化した成果指標群

9
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ロードマップ(環境の継承)(1/3) 
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ロードマップ(環境の継承)(2/3) 
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